
共済協同組合連合会組織の存在意義

― 231 ― 『商学集志』第 86 巻第 4 号（’17.3）

目次
1．はじめに
2． 協同組合連合会の機能と組織構造
3． 所有権（財産権）理論と協同組合
4． 共済協同組合連合会の株式会社化
5． おわりに

（要旨）
　日本の協同組合共済事業は，世界の協同組合保険において著しく成長を遂げたにもかかわら
ず，協同組合研究の対象とされることは少なかった。しかも，共済事業は連合会方式を採用し
ており，協同組合としては特殊な形態ということもあって，従来から研究が進んでいない領域
である。本稿の目的は，所有権（財産権）理論の視点から，共済協同組合連合会組織の存在意
義を考察することである。連合会の機能は，単協との事業の役割分担つまり分業化，専門化で
ある。共済事業または保障事業に関して，情報生産すなわち加入者のリスク情報を収集し，分
析し，評価する機能は，それが複雑になるほど，各単協で行うよりも連合会に集約し，一元化
したほうが望ましい。さらに，連合会には財産権の希薄化を抑制するという従来指摘されな
かった役割がある。ハンスマンは協同組合の存在理由について，生産者，労働者，消費者また
は中小企業は契約コストが最も大きく，企業から搾取される可能性が最も高いため，みずから
企業を所有することでそれを防ぐことができると説明した。しかし，これらの者は経営者支配
力の点で弱さを抱えており，企業統治力の高い者が企業の所有者となる可能性を示唆した。こ
の点においても，企業統治力が高い単協などが連合会の所有者となることに意義がある。最後
に，共済協同組合連合会の株式会社化について，事業が成長するに従い，組合員以外の加入者
が増えるであろう。また，上場し株式を公開すると，投資家の所有者が増えるであろう。その
結果，加入者および所有者の両面において同質性を維持することが困難となり，協同組合原
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1．はじめに

　日本の協同組合連合会制度は，明治期の産
業組合連合会に源流を求めることができる。
1921 年（大正 10）産業組合法（明治 33 年
法律第 34 号）の第 4 次改正により，全国レ
ベルの連合会制度が認められ，1923 年（大
正 12）全国購買組合連合会，産業組合中央
金庫が，1931 年（昭和 6）には全国販売組
合連合会がそれぞれ設立された。本研究の対
象である全国レベルの共済協同組合連合会
は，1951 年（昭和 26）全国共済農業協同組
合連合会の設立がその嚆矢である。
　このように，協同組合連合会は長い歴史を
有し，各種事業の発展に多大な貢献を果たし
たにもかかわらず，協同組合研究において連
合会そのものがとりあげられる機会は少な
かったようにみえる。その理由は必ずしも明
らかではないが，人的結合体と事業体との 2
重の性格を持つとされる協同組合の場合，協
同組合の原理，運動性および社会性などに研
究の焦点が置かれることが多く，ひるがえっ
て事業に特化する連合会への関心は低かった
のかもしれない。
　岡田（2011）は，3 つの主要な共済生活協
同組合連合会をとりあげ，所有構造およびガ
バナンスについて考察した。本稿では，それ
をふまえて共済事業を行う共済協同組合連合
会（全国連）一般に対象を拡大し，その機能
や存在意義などについて理論的な検討を行う
ことにしたい。
　協同組合の事業は現在，農・漁業，卸小売，
金融・保険，医療，介護など広範囲に及び，
社会に定着している。市場経済において株式

会社と競合または共存する協同組合は，連合
会組織を通じて事業の効率化および高度化を
図ってきた。
　本稿では，共済協同組合連合会の特質につ
いて，主に新制度派経済学の財産権または所
有権アプローチにより考察を行う。これらは

「企業の境界」問題の解明に多大な貢献をし
たことで知られるとともに，多様な組織形態
の存在理由や特定の事業分野における組織形
態の優劣についての理論的，実証的研究1）が
進んでいる。しかし，日本では米国の新世代
農協や一部の既存研究について簡単に紹介さ
れたことはあるものの（清水 2007 など），
協同組合組織に焦点をあてた研究がきわめて
少ない。したがって，海外の協同組合研究の
動向とあわせて検討することで，共済理論研
究に一定の貢献が可能であると思われる。
　企業の所有権構造の多様性は，企業組織形
態の多様性をもたらした。しかしながら，市
場経済原理の強化の行く先は，最も効率的な
資源配分を行うとされる株式会社への収斂で
あろうか。とりわけ，全農および経済連の株
式会社化を可能とした近年の農協制度改革
は，共済連合会にとっても無縁とはいえず，
多面的な検討が必要であろう。本研究はその
準備作業に位置づけられるが，共済連合会組
織のあり方について一石を投じるものとなれ
ば幸いである。
　以下，本稿は，共済協同組合連合会の現況
と組織構造および機能について述べる。次
に，所有権（財産権）理論と協同組合につい
て，ハンスマンの研究を中心に既存研究をレ
ビューし，連合会への適用を検討した後，共
済協同組合連合会の組織変更について若干の
考察を行う。

理・原則，理念からの後退およびアイデンティティの希薄化が進むと予想される。その場合，
協同組合の特質である人的結合体と事業体との結合が分裂し，協同組合の存在意義をどのよう
に発揮すればよいかが問われることになると思われる。

+岡田大.indd   232 2017/03/14   9:02:59



共済協同組合連合会組織の存在意義

― 233 ― 『商学集志』第 86 巻第 4 号（’17.3）

2．協同組合連合会の機能と組織構造

（1）協同組合共済事業の概況
  協同組合は，戦後制定された各種協同組合
法に基づき共済事業を実施している2）。はじ
めにその現況を概観しよう。日本共済協会に
よると，2015 年度の共済事業は会員数 2,618
会員，組合員数 7,538 万人，契約数 13,943
万件，共済金額（保障責任額）898.8 兆円，
受入共済掛金 8.2 兆円，支払共済金 4.4 兆円
および総資産 63.9 兆円である（日本共済協
会 2016, pp.8-9）3）。保険と共済を含む広義の
保障市場4）でみると，協同組合共済は受入共
済掛金（保険料）ベースで 14.7% を占める。

　表 1 は，代表的な共済協同組合連合会の一
覧を表す。共済事業は大きく連合会方式によ
るものと（単位）協同組合または単協方式に
よるものとに分けられるが，前者が 95% 前
後を占め，後者はわずか5%前後に過ぎない。
後者の例として，労働者生協（全国交通運輸
産業労働者共済生協など）や職域生協（全国
郵便局長生協など），地域生協（神奈川県民
共済生協など）が該当する。

（2）共済協同組合連合会の機能
　それでは，連合会方式と単協方式はどのよ
うな違いがあるのだろうか。図 1 は，単協と
連合会組織の構造を簡略化したイメージを表
す。それによると，単協が組合員で構成され

表 1　2015 年度共済協同組合連合会（全国連）の事業概況

名称
設立 会員数 組合員数 職員数

共済
掛金

総資産

（年）（団体）（万人） （人） （億円） （億円）

全国共済農業協同組合連合会 1951 760 1,027 5,440 63,909 558,375

全国共済水産業協同組合連合会 1951 1,052 32 405 667 4,980

全国労働者共済生活協同組合連合会 1976 58 1,390 3,504 5,869 36,136

日本再共済生活協同組合連合会 1975 63 － 19 203 594

全国生活協同組合連合会 1971 40 1,754 166 6,427 7,462

日本コープ共済生活協同組合連合会 2008 148 2,179 420 1,755 3,296

全国大学生協共済生活協同組合連合会 2010 219 154 50 87 248

全国共済生活協同組合連合会 1956 14 164 50 142 571

生活クラブ共済事業連合生活協同組合連合会 2009 33 － － 12 27

パルシステム共済生活協同組合連合会 2009 10 － － 31 54

全日本火災共済協同組合連合会 1960 47 198 41 153 994

全国自動車共済協同組合連合会 1975 6 58 11 306 406

全国トラック交通共済協同組合連合会 1972 15 2 13 399 1,179

中小企業福祉共済協同組合連合会 2012 4 32 4 2 189

注）その他，グリーンコープ共済生活協同組合連合会（2010 年設立）。
出所）日本共済協会 2016, pp.8-9。ただし，未掲載の共済連はウェブサイトによる。
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るのに対して，連合会は主に単協で構成され
るが，単協のほか他の連合会なども会員にな
ることができる（農協法 12 条 2 項，生協法
14 条 5 項など参照）。1995 年国際協同組合
同盟（ICA）の「21 世紀の協同組合原則」

（1995 年 ICA 声明）および背景文書によれ
ば，連合会は 1 次（単協）に対する「他の段
階」とされる。すなわち，2 次または 3 次の
段階の協同組合に該当する。あるいは「上部
団体」と呼ばれることもある。もっとも，図
1 右の点線で囲まれた部分が，複数の単協と
連合会からなる 1 つのネットワーク組織を表
す場合，総体として組合員が出資，利用，参
加する協同組合組織とみなすことができるだ
ろう。
　連合会を形成する目的は一般に，「組合員
間の協同を会員間の協同に発展させて，より
多くの人々の利益を実現すること」（本位田 , 
1969, p.123）5）とされる。その背景には，多
様化し，高度化し，複雑化する組合員ニーズ
への対応と競合企業に対する競争力の確保

（コスト削減，取引・交渉上の地歩の確保な
ど）などがあげられよう。連合会は規模の経
済によって組合機能の補完や拡充を図るが，
単協自体の規模拡大によってもそれらへ対応

できる場合がある。実際，合併や統合を通じ
て単協が大規模化する傾向がみられる。ただ
し，人々の自発的な協力組織である協同組合
は，単なる事業体（enterprise）ではなく，
人的結合体（association）である。民主的な
経営を行うためには，単協を適当な規模に保
つことが望ましいため，単協と連合会を分離
し，単協の規模拡大を抑制する狙いがあると
いわれる。
　また，連合会の機能についてみると，単協
との役割分担つまり分業化，専門化である。
経済事業の発展に伴い求められる専門性と多
様性を単協で対応するには，困難を伴う。共
済事業または保障事業の場合，情報生産すな
わち加入者のリスク情報を収集し，分析し，
評価する機能は，それが複雑になるほど，各
単協で行うよりも連合会に集約し，一元化し
たほうが望ましい。単協と連合会とのリスク
分担（分散）も重要である。それは単協元受・
連合会再共済，単協・連合会共同元受，単協
受託（代理店）・連合会元受の大きく 3 つに
分けられる（中西・松崎 1994, p.59-60）。そ
の他のバリューチェーン（商品開発や共済金
の請求受付・支払いなど）においても，共同
化および共通化することで，規模の経済によ

図 1　協同組合組織の 2つのタイプ

出所）著者作成。
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るコスト削減を図ることができる。それらは
単協だけで行うよりも高い効果が期待でき
る。したがって，協同組合グループ間また協
同組合ネットワーク組織内における経営資源
配分の最適化の側面がみられる。
　さらに，連合会と単協との関係をみると，
たとえば，近年の農協自己改革をふまえた一
連の JA グループ改革として，連合会による
JA（単協）への支援・補完機能の強化があ
げられている。共済事業の場合，事業の事務
合理化・効率化を通じた JA の事務負担軽減
に向けた取り組みが紹介されている（JA 共
済連 2015）。
　ところで，連合会機能の高度化指向の究極
にある問題は，株式会社化かもしれない。
2016 年改正農協法（平成 27 年法律第 63 号）
が施行され，全国農業協同組合連合会（全農）
および経済農業協同組合連合会（経済連）は，
株式会社への変更が可能となった（同 73 条
2 項）。農業協同組合の見直しに関する意見
として，「全農・経済連が農業者・単協のた
めの新たな業務を本格的，効率的に行うため
には，会社化によって農協法の規制・監督か
ら解放され，自由な経営を行うことが適当で
ある」（規制改革会議 2014）と示されたから
である。
　共済事業は，同条項における適用から除外
されているが，在日米国商工会議所（ACCJ）
が主要な協同組合共済に対して「対等な競争
環境の確保」を繰り返し要求している。協同
組合の共済事業は協同組合法の制約を受けて
おり，株式会社化を通じて保険業法のもとで
積極的な事業展開を図るべきとの意見が規制
改革会議などから提起される可能性は，排除
できない。それは，法規制の視点を含めて協
同組織に対する株式組織の優位性を示唆して
いるのかもしれない。もしそうであれば，全
国共済農業協同組合連合会（全共連または
JA 共済連）の株式会社化が完全に否定され
たとはいえず，組織形態をめぐる研究に相応

の意義があると考えられる。

（3）共済協同組合連合会の組織構造
  次に，共済協同組合連合会の所有関係に着
目すると，多数の単協と少数の連合会が共済
連合会を所有する形式が典型である。もっと
も，それらの組織構造は各共済団体の事情に
大きな影響を受けており，いわゆる経路依存
性が認められる。たとえば，JA 共済連の場
合，会員は 670 の JA（単協）と 32 の県信連，
8 の県経済連，34 の県厚生連，その他の連
合会 14 および全国連 2 ならびに 48 の准会
員の合計 808 会員6）である（2016 年 3 月末
現在）。昭和恐慌以降，いわゆる系統 3 段階
制が確立した（千葉 1985, p.101）ことから，
共済事業は市町村・地域段階の農協，都道府
県段階の共済連7）および全国段階の全共連が
一体となって事業を展開した。しかしなが
ら，2000 年（平成 12）47 都道府県連合会
と全共連が一斉統合し，JA と全共連の 2 段
階制となった。これにより都道府県連合会は
それぞれ都道府県本部となり，全国本部と役
割分担された。なお，JA グループは単協レ
ベルで多角的に事業を行う総合 JA と都道府
県および全国レベルで専業の連合会8）・中央
会などからなる独自の体制が構築されている。
　また，全国労働者共済生活協同組合連合会

（全労済）は，都道府県を区域とする 47 の
勤労者共済生協，都道府県の区域を超える 8
の職域労働者共済生協，生協連合会 3 の合計
58 会員からなる（2016 年 5 月末現在）。こ
れらのうち勤労者共済生協 46 会員と職域労
働者共済生協 4 会員は，全労済と経営管理を
一本化して運営している9）。それらの会員共
済生協は地域または職域の事業本部を構成す
る単位本部である。1950 年代労働組合を中
心に共済事業が開始してほどなく，新潟県，
富山県で大火が相次ぎ，給付金の支払い問題
に直面した。これを協同の力で乗りきること
ができたが，リスク分散および財政基盤の強
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化などを目的に 1957 年（昭和 32）18 都道
府県労済が中央組織として，全国労働者共済
生活協同組合連合会（労済連）を設立した。
そして，1976 年（昭和 51）全国統合を実現
した。このように，全労済は一方で会員から
なる連合会組織であり，他方で会員と統合さ
れた単一事業体である点に特徴がみられる。
いわば 1 つの巨大な協同組合共済生協といえ
るだろう。
　ところで，協同組合の組織構造の特質を表
すものとして，組合員による「出資・利用・
経営（参加）」の三位一体原則がある。ただ
し，労働者協同組合は「出資・労働・経営」
である。このような組合員の主体性が協同組
合におけるガバナンス論の原点とされる。
もっとも，高次の協同組合つまり連合会の場
合，会員による「出資・利用・経営」となる
のであろうか。組合員は連合会の法的なまた
は直接の所有者ではないが，組合員の利益を
実現するための組織である点は変わらない。
そのためのガバナンスの仕組みや実効性の確
保が重要である。
　協同組合原則は，価値を実践するための指
針の役割を果たしている。1995 年の協同組
合原則によると，協同組合は共通の経済的・
社会的・文化的なニーズと願いを追求する人
と人との結合体であり，それらのニーズや願
いを満たすための事業体を内包する10）。事業
体は共同で所有し民主的に管理する点に特徴
がある。この組合員の共同所有と民主的コン
トロールは，第 2 原則で詳述されているよう
に，議決権の平等（組合員 1 人 1 票）原則
をはじめ，組合員による協同組合のコント
ロールは民主主義に基づいて行われるべきで
ある。ただし，連合会の場合，会員単協の規
模が異なるため，議決権は平等（1 会員 1 票）
でなく，他の民主的方法によって行われる。
また，第 3 原則の組合員の経済的参加におい
て，組合員は協同組合に公正に出資し，資本
を民主的に管理する。出資配当の制限や不分

割積立金を通じて資本の一部が協同組合にお
ける組合員共同の財産となる。
　共済協同組合連合会を含む協同組合の特長
は，その理念および原則から導かれるもので
ある。一方，経済学の視点からは，投資家（株
主）でなく，生産者や労働者，消費者または
中小企業が出資し，協同組合を所有する理由
は何か。あるいは協同組合が連合会を所有す
るとはどのようなことを意味するのか。それ
らの経済合理性に焦点が置かれる。そこで，
次に，新制度学派の所有権または財産権理論
から，協同組合および連合会の組織構造の特
徴について考察する。

3．所有権（財産権）理論と協同組合

（1） 所有権（財産権）アプローチ
（1-1） 所有権とはなにか

　所有権（財産権）理論を考察する前に，所
有権と財産権について概観する。民法（明治
29 年法律第 89 号）における所有権とは，「所
有者は，法令の制限内において，自由にその
所有物の使用，収益および処分をする権利」

（同 206 条）を表す。それを企業に適用する
場合，企業の所有者が直接的かつ排他的に支
配する権利を有する「所有物」とは何を指す
のだろうか。たとえば株主だからといって，
会社の資産を自由に使用したり処分したりす
ることはできない。企業の所有者は，企業を
構成する個々の財産または資源を所有してい
るわけではないからである。すなわち，企業
所有者の財産と企業の財産が分離されている
点に注意する必要がある。株式会社は「株主
が会社をモノとして所有し，その会社がヒト
として会社資産を所有する二重の所有関係に
よって構成されている」（岩井 2005, p.16）
といわれるように，企業を所有するとは，所
有者が企業への出資（投資）を通じて，企業

（法人）そのものを所有すること，すなわち
それを全面的に支配する権利である所有権を
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持つことを意味する。
　なお，「所有者が保有する財産権が後に所
有権と呼ばれるようになった」（Alchian, 
1965, p.820，中村 2010, p.40）ともいわれる
が，所有権の代わりに財産権の用語が使われ
ることも多い。財産権とは，「財のある特質
を排他的に使用する権利，財のある特質が生
み出す利益を獲得する権利，他人にこれらの
権利を売る権利」（菊澤 2006, p.178）と規定
され，財の範囲は有体物だけでなく，無体物
にも及ぶ。民法における物は有体物を対象と
するため（民法 85 条），財産権は所有権を
含む概念のようである。なお，本稿は，既存
研究における用語の使用に準拠しており，統
一感に欠けるきらいがあるが，本稿の文脈に
おいては相互に置き換え可能と考えられる。
　また，所有権の定義から明らかなように，
それはいくつかの権利の束からなる。たとえ
ば，「企業の資産の使用方法を決定する権利，
ならびに発生した利潤を分配する権利」（宮
川 2013, p.44）あるいは「支配権，残余請求
権，譲渡権」（菊澤 2006, p.198，Picot and 
Wolf, 1994, p.218）である。すべての収益か
ら負債，経費，その他の契約に定められた支
払い義務を差し引いた後に残る利益を残余利
益といい，残余請求権は残余利益に対する権
利を表す。
　会社法（平成 17 年法律第 86 号）では，
株主の主要な権利として，剰余金の配当を受
け取る権利，残余財産の分配を受け取る権利
および株主総会における議決権の 3 つをあげ
ている（同 105 条 1 項）。企業の場合，多種
多様な資源が投入され，資源の提供者に対し
て契約に基づく請求権が与えられる。企業の
所有者は，これらの提供者に債務を支払った
後の残余分について請求権を持つに過ぎな
い。つまり，最終的なリスク負担者を意味す
る。同様に，支配権についても企業との間で
結ばれた様々な契約に基づく権利を除く（契
約で明記されていない）残余の支配権である。

　企業の所有権は，個人企業を除くと，1 人
の所有者がこれらの権利をすべて保有すると
は限らない。権利の束を解いて個々の権利を
分配できるだけでなく，権利そのものを分割
することが可能である。その結果，多様な権
利が多数の所有者に分配または割り当てら
れ，企業組織の多様性がもたらされる。一方，
権利の内容が多様化して，1 つの企業に多様
な権利を持つ所有者が存在しうる。たとえ
ば，株式会社の場合，会社は剰余金の配当を
はじめ 9 つの事項について異なる定めをした
内容の異なる 2 以上の種類の株式を発行する
ことができる（会社法 108 条 1 項）。

（1-2） 財産権の希薄化（分散）および所有
（権）と支配の分離

　企業組織の多様性についてさらに考察を続
けよう。財に行使可能な財産権が制限される
ことを財産権の希薄化（Verdunnung）11）と
呼ぶ（ピコー，ディートル，フランク 2005, 
pp.47-48）。彼らによれば，財産権は，財を
利用する権利，財の形態と内容を変更する権
利，発生した利潤を自分のものにする権利ま
たは損失を負担する権利あるいは財を譲渡
し，清算による収益を受け取る権利の 4 つか
ら構成される。
　図 2 は，財産権の結合度と所有者数の観点
から整理した，企業における財産権の希薄化
を表す。領域 A は，古典的な企業であり，
個人事業主が財産権を持つ。財産権が希薄化
する 1 つの要因は，領域 B の公開株式会社
のように，所有者が広く分散するためであ
る。希薄化のもう 1 つの要因は，財産権が一
部しか与えられないためである。領域 C の
例として，日本の一般財団法人は，剰余金ま
たは残余財産の分配を行うことができない

（「一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律」（平成18年法律第48号）153条3項2号）。
また，領域 D の強く希薄化した財産権構造
の例として，原著ではドイツ自動車連盟
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（ADAC）が例示されているが，これに近い
と思われる一般社団法人日本自動車連盟

（JAF）の場合，2016 年 3 月末現在，会員数
は 1,846 万人，個人会員のなかから選出され
た社員（定数 250 人）による社員総会が最
高意思決定機関である。定款で剰余金の非分
配（定款 57 条）を定めるなど非営利法人で
ある。このように，財産権または所有権の希
薄化が企業組織の多様化をもたらしたと考え
られる。
　バーリ（Adolf A. Berle）= ミーンズ（Gar-
diner C. Means）が論じた「所有と支配の分
離」12）は，近代株式会社（大規模公開会社）
において株式所有権が広く分散した結果，所
有者である株主が企業に対して実効的な支配
を失い，所有権のうち受益権だけが与えられ
ている状況を意味する。すなわち「みずから
の富に対する支配権を譲渡し，資本の提供
者，純粋かつ単純なリスク引受人となってし
まった」（森訳 2014, p.318）のである。株主
は，残余請求権者として全体の利益を最大化
するような意思決定を期待する。そして，彼
らは所有（権）から支配の分離が最高に進ん
だ段階を「経営者支配」と規定した。事業活
動に対して権力（power）を行使する機能は，
株主から支配者たる専門経営者へと移り，株
主は所有者としての実質を失い，名目上の所
有者に過ぎないとされた。このような財産権

の希薄化は，「会社は誰のものか」をめぐる
議論が生じる原因の 1 つとなったと推察され
る13）。
　財産権の視点からみる株式会社制度は，

「企業をめぐる所有権を制限することによっ
て，資源を効率的に配分しようとするシステ
ム」（菊澤 2006, p.196）として説明されるこ
とがある。とりわけ，公開会社の場合，すべ
ての株主が個々の意思決定に参加すると，株
主間の交渉コストが大きくなり，規模の経済
による利益が失われてしまう（Demsetz, 
1967, pp.358-359）。また，企業の資産には
人的資産や物的資産のような複雑な資産が多
いため，現実的に株主が所有権を行使して会
社を完全にコントロールすることは困難を伴
い，株主と経営者の間で所有権の行使をめぐ
りさまざまなコンフリクトや外部性が生じう
ることが指摘されている（宮川 2013, pp.44-
45）。そこで，株主の意思決定権限の大部分
が委譲され，少数の経営者が事実上の所有者
となり会社を実効的に支配する。経営者に委
譲されたコントロール権限の一部は，さらに
下位の管理者に委譲され，マネジメント・コ
ントロール・システムが形成される（伊丹
1986, p.18）。
　一方，支配権を握る経営者の意思決定は，
それに関与しない株主に負の影響または外部
効果を与えるかもしれない。有限責任制度や

図 2　財産権希薄化の 2つの次元

A B

C D
(ADAC)

出所）ピコー，ディートル，フランク 2005，丹沢他訳 2007, p.47 を一部変更。

+岡田大.indd   238 2017/03/14   9:02:59



共済協同組合連合会組織の存在意義

― 239 ― 『商学集志』第 86 巻第 4 号（’17.3）

持分譲渡は，そのような外部効果を軽減する
役割を果たすとされている。

（1-3） 協同組合と財産権の希薄化
　以上の議論をふまえて，協同組合の所有権
について考察する。はじめに，協同組合と株
式会社の所有者数を比較してみよう。農林水
産省「平成 26 事業年度総合農協一斉調査結
果」によると，大小様々な規模の組合が存在
するが，1 組合当たりの組合員数（正組合員

（個人・法人）および准組合員（個人・団体）
の合計）は平均 14,838 人である14）。同様に，
厚生労働省「平成 27 年度消費生活協同組合

（連合会）実態調査」によると，1 組合当た
りの組合員数（連合会を除く）は，平均
74,022 人である15）。一方，全国 4 証券取引
所上場会社の 1 社あたりの株主数（延べ人
数）は平均 14,061 人である16）。公開株式会
社と単純比較すると，生協の所有者は著しく
多いことがうかがえる。しかも，出資金の多
寡にかかわらず，1 人 1 票の平等の議決権を
特徴とする協同組合は，バーリ = ミーンズの
言葉を借りれば，究極の「経営者支配」に相
当しよう。
　協同組合法において，出資 1 口の金額およ
び 1 組合員の有することのできる出資口数の
最高限度が定められているが（農協法 28 条
1 項 6 号，生協法 26 条 1 項 7 号，中協法 10
条 1 項 3 号および 33 条 1 項 7 号），なかで
も生協は出資金が少額で組合員のリスク負担
は少ない。いいかえれば，上述の外部効果は
小さいと考えられる。
　また，組合員は残余請求権について制限さ
れる。それは協同組合の非営利性をめぐる問
題を提起する。かつて営利性のメルクマール
は，外部的経済活動によって獲得した利益を
その構成員（社員）へ分配することとされて
いたが，現在では利益の源泉にかかわらず，
利益分配の有無のみに焦点が置かれることが
多い。したがって，「剰余金分配の可能性を

基準に営利法人と非営利法人に区分するとす
れば，各種の協同組合法に基づく協同組合で
剰余金の分配（割戻し）が可能なものは営利
法人に位置づけられることになる」（明田
2014, p.61r）。もっとも，「会社法と一般社
団財人法における営利法人と非営利法人の概
念で協同組合を把握することはできず，無理
にいずれかに分類・区分することは非現実的
である」（同 , p.68r）とされる。
　1995 年協同組合原則（第 3 原則）および
協同組合法において，組合員は剰余金の分配
について出資配当率が制限されている。年
8%（農協法 52 条 2 項），年 10%（生協法 52
条 1 項 4 号，中協法 59 条 1 項 2 号）のよう
に上限は法律により多少異なる。いずれにし
ても，それは組合の（世代を超えての）共同
所有性または共益性を表す。また，厚生農業
協同組合連合会や医療生協のように，出資配
当（厚生連），出資配当・利用分量割戻し（医
療生協）が認められていない協同組合がある

（堀越 2010, pp.15-17，明田 2014, p.67r）。
これは医療サービスに関して，共益性よりも
公益性を重視しているためと考えられる。な
お，剰余金のもう 1 つの分配方法である利用
分量割戻し（配当）は，事業の利用を重視す
る考え方に基づく。
　また，協同組合の財産の一部は，個々の組
合員に帰属しない協同組合全体の財産（不分
割積立金など）であるため，残余請求権が制
限される。不分割積立金の概念は，「協同活
動の剰余から形成された積立金という形態を
とり，組合解散時においても個人に分配され
ない。組合目的・社会目的実現のための，非
個人的で永久的な，利他愛という道徳性を
もった不分割共同の社会的性格をもった資
本，つまり資本の公正なありかたを追求し，
協同組合運動のいっそうの発展を期する，協
同組合の社会性（公共性・公益性）を体現し
た資本である」（堀越 1996, p.18r）という。
所有形態の観点からみると，不分割積立金の
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特徴は「総有的な共同所有」（同 , p.19l）と
される。共同所有のうち，総有（入会権など）
は利用権があるが，持分権がないため，その
譲渡や分割請求が認められていない。その管
理は総員つまり組合によって行われる。
　残余請求権に関して，払込済出資額の全部
または一部に制限する生協法（21 条）と異
なり，農協法は持分の全部または一部と定め

（22 条 1 項），上限が明示されていないが，
多くは払い込んだ出資の額を限度に持分を組
合員に払い戻すべき旨が定款で定められてい
る（明田 2010, pp.296-297）。もっとも，解
散および清算する際の残余財産の取り扱いに
ついて解散時の組合員に分配される可能性が
あるという。したがって，不分割積立金につ
いて定款で定めたり，清算時にコミュニティ
の持続的発展のための基金としたりするな
ど，残余財産請求権の制限に関して課題が残
されていると指摘されている（明田 2014, 
p.69）。
　さらに，協同組合の所有者（出資者）は同
時に利用者である。一般に，利益分配は所有
者の財産権を保障するものであるため，所有
者（投資家）の期待に応えるうえで，関係者
に支払った後に残る利益すなわち利潤最大化
が企業の目的として望ましいとされる。
　協同組合の場合，利益の分配と事業の利用
の 2 つ経済的目的が併存するが，主たる目的
は事業の利用である。したがって，利益最大
化は行動原理とならない。協同組合の「利益
最適化」または「非営利目的」は，このよう
な（社会的・文化的目的を含む）文脈で理解
すべきであろう。「協同組合は，営利法人と
しての性格をもったものから一般社団法人以
上に非営利法人としての性格の強いものま
で，組織設計をすることが可能になってい
る」（明田 2014, p.67r）といわれる。それに
よれば，協同組合の非営利性の程度は組合に
よって異なることが推察される。

（1-4） 連合会への適用
　以上の考察から，大部分の協同組合は上掲
した図 2 のＢとＤの中間領域に属すると考え
られる。したがって，企業組織の多様性に協
同組合の存在意義を確認することができる。
　ところで，経営者の意思決定と社会的見地
からの最適な意思決定との乖離に起因する問
題を解決するための企業のコントロールは，
次の 4 つしかないという（Jensen, 1993, 
pp.850-854）。すなわち，①（競争的な）資
本市場，②法律，政治および規制制度，③（競
争的な）生産物および生産要素市場，④内部
統制，である。公開株式会社の場合，コーポ
レート・コントロール市場を含む資本市場を
通じて経営者をコントロールすることが最も
有効であるとされる 17）。委任状争奪戦や合
併・買収（M&A），事業部の切り離しなど，
株式市場には企業経営をコントロール可能な
メカニズムが存在する（花崎 2010, p.33）か
らである。しかしながら，協同組合にはその
ような市場は存在しない。表 1 のように，連
合会は単協と比較して所有者（会員）が少な
いため，図 2 において協同組合よりも左側に
位置する。企業のコントロールの観点から
は，連合会は単協よりも優れていることを示
唆する。
　また，株式会社と同様，専門経営者に経営
を委ねるメリットは大きいものの，経営者が
所有者の意向に沿った行動をするとは限らな
い。いわゆるエージェンシー問題が生じる。
連合会組織においては，図 1 のように，単協
の組合員と経営者（理事），会員と連合会の
経営者（理事）の二重のエージェンシー問題
が存在する点に注意する必要がある。とりわ
け，組合員の大多数が共済に加入していない
場合，共済加入者の利益が重視されない可能
性があるため，エージェンシー・コストが大
きくなりうる。1995 年協同組合原則（第 2
原則）は，組合員が政策および意思決定に積
極的に参加することを求めており，連合会に
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おいても同様である。ガバナンスの有効性を
高めるために，地区別の総会や委員会などの
補完組織（自治組織）の重要性について指摘
したことがある（岡田 2011, p.38）。実際多
くの取り組みが行われているが，その強化に
ついてはなお課題を残している。財産権が制
限され，所有権が希薄化する状況，いいかえ
ると間接民主制において，組合員主権という
協同組合の本質的意義が問われているように
思われる。

（2） 所有権（財産権）アプローチからみ
る協同組合の優位性

（2-1）先行研究のレビュー
　これまで述べたように，市場経済において
は，株式会社，協同組合をはじめ多様な企業
組織が存在し，一部の市場ではこれらの企業
が共存している。組織の経済学は多様な企業
組織の長所・短所について論じている。協同
組合組織の優位性に関しては，ハンスマン

（H. Hansmann）の契約的企業観（the firm as 
nexus of contracts）に基づく一連の研究と
りわけ Hansmann （1996）に依拠しているも
のが多い（たとえば，日本銀行金融研究所
2003, pp.100-102，中島他 2004, pp.2-7，米
山 2012, pp.108-110，Birchall, 2012 など）。
　もっとも，財産権アプローチの研究の多く
は，協同組合組織の問題点や短所を指摘して
いる。したがって，協同組合研究者を除くと，
ハンスマンの学説は少数派のようである。以
下では，多数派に属する研究のうち，代表的
な学説を紹介する。
  まず，協同組合を含む相互所有の非営利組
織は，経営改善による将来の結果が所有者の
現在の富に資本化されないため，非営利組織
のほうが，怠業（shirking）が大きいという

（Alchain and Demsetz, 1972, pp.789-790）。
また，協同組合は共同所有権，時間的視野，
譲渡不可能性およびモニタリングの 4 つの問
題があることを指摘する（Jensen and Meck-

ling, 1979）。一般に共同所有の場合，同一の
資産に対して利害の異なる複数の所有者が支
配権を持つため，交渉問題が最も困難にな
る。時間的視野の問題は，その企業に行う投
資から生まれる純所得のフローのタイミング
と時間選好率とのギャップから生じる。さら
に，モデル分析により詳細な検討したのが，
Hart and Moore （1998）である。
　残余請求権と残余コントロール権の 2 つの
財産権のうち，Fama and Jensen （1983）が
残余請求権（残余のリスク負担）の多様な構
成によって，経済的に重要な企業形態を説明
することができるとしたのに対して，Hart 
and Moore （1998）は残余コントロール権に
着目した。将来起こりうることをすべて予見
して，すべての対応を契約に定めることは困
難であり，そのような契約を不完備契約とい
う。不完備契約のもとでは，契約書に明記さ
れていない資産の使用に関するすべての権利
を購入することが望ましい。したがって，非
人的資産によって規定される企業の所有者
は，様々な契約により契約当事者が持つコン
トロール権を除く，残余コントロール権を保
有する。すなわち，所有権とは残余コント
ロール権の取得を意味する。具体的にそれ
は，「資産をどのように利用するかの決定権，
資産への他人のアクセスを排除する権利，資
産を譲渡，売却する権利等」を表す（伊藤
2005, p.74）。
　Hart and Moore （1998）は，協同組合に関
して 2 つの結論を導いた。1 つは，組織構造
である。利益非分配型（nonprofit）消費協同
組合と株式会社（外部株主）に関して，完全
競争の世界においては株式会社がファースト
ベストである18）。消費協同組合は市場に対す
るコスト優位から生じるレントが競争圧力か
ら組合員を守るために使用される。中央値に
位置する投票者の選好は，平均的な選好を反
映しないかもしれない。もう 1 つは，消費協
同組合の組合員がファーストベストを全員一
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致で投票する共通の選好順位を持つ場合，概
して株式会社は，平均的な顧客よりも限界的
な顧客に適した非効率な意思決定行う。後者
のインプリケーションとして，協同組合は集
団意思決定コストが大きく，そのコストを下
げるために組合員の同質性が重要な役割を果
たす。そのほか，経営者はより自己保身

（entrenchment）的な行動をする可能性があ
るため，協同組合は経営者にインセンティブ
を与えるべきであるが，資本調達，議決権を
売却できないため，資本コストは高いことが
指摘されている。

（2-2） Hansmann（1996）の概要およびそ
の後の研究

　Grossman and Hart （1986）は企業が何を
所有しているのかに焦点をあてるのに対し
て，ハンスマンは誰が所有者になるべきかに
関心を持つ。企業との契約に関わるすべての
者をパトロン（取引相手）と呼び，それらの
者のうち契約コストが最も大きい者が所有者
として保護されるべきであるとする。なぜな
らそれは一般に，後述の所有権（または所有）
のコストを大きく上回る（Hansmann, 1999, 
p.395）からであるとともに，両者はトレー
ドオフの関係にあるからである。契約コスト
は，①市場支配力，②ロックイン効果，③長
期契約，④情報の非対称性，に大別される

（Hansmann, 1996, p.24-29）。実際，日本にお
ける大部分の公益法人，公共法人および協同
組合は一般に，契約コストが大きく，いわゆ
る「契約の失敗」を引き起こす可能性の高い
事業を実施しているという（中島他 2004, 
p.60）。
　一方，所有者が支配権を行使する際にもコ
ストが生じる。これを所有権のコストとい
い，①経営者を支配するコスト，②集合的意
思決定のコスト，③リスク負担のコストなど
からなる。したがって，契約コストと所有権
コストの合計が最も小さくなるように所有権

を効率良くパトロンに割り当てることが望ま
しいとされる（同 , 1996, p.19-22）。
　協同組合に関して，生産者，労働者，消費
者，中小企業者などは契約コストがパトロン
のなかで最も大きく，所有権コストが小さい
ため，所有者になるべきであるとの結論が導
かれる19）。共済事業における契約コストは，
とりわけ生命保障分野に関する長期契約の不
確実性，契約解除および再契約に多大なコス
トを伴うロックイン効果，情報の非対称性な
ど保険一般の契約コスト20）があげられる。
また，創業期によくみられるが，保険市場に
おける保障の入手および購入の困難性もそれ
に含まれよう。共済協同組合の場合，組合員
間の相互扶助を通じて，逆選択やモラルハ
ザードの軽減など契約コストの抑制効果が働
く点に優位性が認められる21）。一方，共済事
業を利用する組合員が所有者となるため，所
有者と利用者との利害対立はなくなる。した
がって，投資家が所有するよりも所有権コス
トは小さい。
　ところで，ハンスマンの学説によると，契
約コストと所有権コストの合計が最小になる
ように組織形態が決定されるため，需給条件
や技術革新，規制など（将来の）市場環境の
変化に伴い，総コストが変化し，保護される
べきパトロンが代わる可能性がある。たとえ
ば，契約の失敗が防止され契約コストが減少
した結果，積極的な事業展開を指向して営利
企業（株式会社）へ組織転換することが考え
られる（中島他 2004, p.61）。実際，1990 年
代以降世界の主要な生命保険相互会社が相次
いで株式会社へ組織変更した。共済を含む広
義の保険市場においては株式会社，相互会社
および協同組合などが存在している。相互会
社と株式会社の比較優位を考察する研究は多
数存在するが，協同組合は相互会社と同様と
みなされるため，それが直接とりあげられる
ことはきわめて少ない。
　次に，Hansmann （1999）は協同組合の理論
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と実際について，1996 年の理論枠組みを用
いて考察している。Hart and Moore （1998）
が完全競争を前提とするのに対して，ハンス
マンは市場の失敗から出発する点で，両者は
異なる。ガバナンスにおける協同組合の特徴
として，同規模の株式会社と比較して農協は
メンバー（組合員，会員）によるコントロー
ルが強いこと，または生協などのようにそう
でない場合もメンバーの積極的な反応がある
ことが指摘される。なぜなら，メンバーは出
資者であると同時に取引当事者であることに
よって動機づけられているからである。ま
た，米国では協同組合から脱退する際の持分
払戻しの制限をめぐり争われている。協同組
合の将来展望について，独占禁止政策，生産
の分割可能性とともにパトロン間の利害の同
質性に影響を受けるという。
　さらに，Grossman and Hart （1986）の不
完備契約理論に対する異説として，Hans-
mann（2011）は小売フランチャイズを例に
あげる。フランチャイズ契約が不完備契約で
あるため，加盟小売店が共同して本部企業を
所有することで，契約コストを効果的に軽減
することができるという。加盟店（経営者）
が Grossman and Hart （1986）のいう効率的
な財産所有者である場合，所有者として保護
されるべきパトロンは加盟店である。ただ
し，所有権のコストを考慮すると，共同所有
が効果を発揮するためには，同質的な所有者
が多数存在する必要がある。このような共同
所有型のフランチャイズは，消費協同組合組
織の発展形態とみなされる22）。
　ハンスマンの企業理論の特徴は，資本提供
者を除くパトロン（生産者，消費者，労働者
または中小企業など）により所有されている
企業を通常協同組織と呼ぶのに対して，投資
家が保有する企業は生産者協同組織の特殊な
例と規定する。すなわち，株式会社は貸し手
の協同組織または資本協同組織なのである

（Hansmann, 1988, pp.284-286）。しかも，政

府もまた住民の協同組織であるという。した
がって，所有者のいない非営利企業23）を別
とすれば，すべての企業は協同組織であり，
協同組織形態の普遍性を強調する（Hans-
mann, 2011, p.308，Hansmann, 2014, pp.1-
3）。そして，企業の所有者となるべきパトロ
ンについて，従来は企業の機会主義的行動に
より誰が最も搾取されうるかが重視された。
しかし，それらは企業統治力が弱いため，現
在では誰が最も効果的に企業統治を行うかに
ついても考慮する必要があるという（Hans-
mann, 2014, p.4）。たとえば，顧客と投資家
を比較した場合，顧客の契約コストが大き
く，企業を所有すべきであっても，企業を効
果的に支配することができないため，統治力
がある投資家（株式市場）が所有することが
多い。

（2-3）連合会組織への適用
　ハンスマンは，単協が所有する連合会組織
については取り上げていない。そこで，学説
を共済協同組合連合会に適用してみよう。共
済協同組合連合会は，共済事業に関して高い
専門能力を持つため，単協よりも多く契約コ
ストを削減することができる。また，組合員
が所有する単協に所有権を割り当てること
で，所有者数が大きく減るだけでなく，単協
は組合員よりも統治能力が高いため，組合員
が所有するよりも所有権コストの削減効果は
大きい。さらに，単協は所有者であるだけで
なく，共済事業のプロセスに関与しており，
関係性が強い。したがって，共済協同組合連
合会は単協よりも契約コストと所有権コスト
の合計を小さくすることが可能な点に優位性
が存在する。
　一方，ハート（O. Hart）の財産権アプロー
チからみると，共済協同組合連合会を所有す
る単協は共済普及推進（共済募集）に従事す
る。それは保険業における保険会社と代理店
の関係に類似している。連合会と単協の契約
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関係が不完備であると仮定した場合，残余コ
ントロール権を連合会と単協のどちらに与え
るべきか，いいかえれば連合会と単協のどち
らに所有権を与えるべきかが問題となる。連
合会方式をとる共済事業においては，単協が
連合会を所有しているが，米国の保険業にお
いては，保険会社が垂直統合を通じて専属代
理店（の財産である満期所有権24））を実質的
に所有しているとされる（Grossman and 
Hart, 1986）25）。したがって，保険代理店が
保険会社を所有することは異例である26）。連
合会と単協の関係を整理すると，所有関係と
代理関係の二重性が存在する。連合会は所有
者である単協の利益を高めるために行動し，
単協は依頼人である連合会の利益を高めるた
めに行動（普及推進など）することになるが，
残余コントロール権が単協に与えられている
ため，両者の利害が対立した場合，連合会の
利益が損なわれることになるだろう。
　Grossman and Hart（1986）のいう効率的
な財産所有者とは，財産の価値をより高める
ことのできる主体を指す。協同組合において
単協などが連合会を所有するのは，いわば自
明のことであるが，財産権アプローチはその
経済合理性を問いかける。もし単協がみずか
らの利益を主張したり追求したりするように
なると，意思決定のコストは増大する。した
がって，単協は当該単協の組合員だけでな
く，すべての組合員の利益を高めるように協
力して意思決定を行うことが求められる。

4．共済協同組合連合会の株式会社化

（1） 韓国協同組合共済事業の保険会社化27）

と欧米の保険組織
　最後に , 今後共済協同組合連合会が直面す
るかもしれない組織形態の転換をめぐる考察
を行う。上述のとおり，日本では改正農協法
により全農および経済連は株式会社化への道
が開かれた。共済連はその対象とされていな

いものの，韓国では 2012 年農協中央会の共
済事業が分離され，農協金融持ち株会社が出
資する保険会社となった。2007 年韓米 FTA
が妥結し，農業協同組合中央会を含む共済事
業に対して，民間保険会社との間で競争上の
優位性を与えてはならないことなどが規定さ
れた。その後，農協制度改革の議論を受けて
金融事業の競争力向上が課題となった。当時
農協の生命共済は業界 4 位，損害共済は業界
10 位を占めていたが，生命分野については
民間保険市場が成長傾向にあったのに対し
て，近年生命共済事業は伸び悩んでいた。そ
して，韓米 FTA の発効を翌年に迎えた 2011
年改正農協法が成立し，共済事業の根拠規定
が削除された。一方，保険業法が適用され，
生命および損害共済を兼営していた共済事業
は農協（NH）生保，農協（NH）損保に分離
された。あわせて，民間保険会社との対等な
競争条件を確保するための調整28）が行われ
た。韓国の場合，もともと員外利用の制限が
なく准組合員の扱いで一般人に保障を提供し
てきたが，組合員でない加入者が増えていく
ようになれば，組織アイデンティティのさら
なる希薄化への懸念が指摘されている（崔
2014, p.13r）。
　ところで，韓国以外の海外事情はどうだろ
うか。欧米の金融機関のなかには，法制度上，
協同組合が選択できず，会社形態をとるもの
が多数存在する。保険会社の場合，アメリカ，
カナダ，ドイツ，フランス，イギリス，ス
ウェーデン，デンマークなど多くの国で，株
式会社または相互会社（組合）が許されてい
る。株式会社，相互会社および協同組合が許
されている国はイタリア，ベルギー，スペイ
ンなどである。その他，協同組合が許されて
いる国はギリシャ（損害保険），チェコ，ス
イス，トルコなど少ない。また，株式会社の
場合，メンバーが株主として会社を所有する
ことがある。これについても，協同組合銀行
が所有する場合（デンマーク，ポーランド，
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アイルランドなど），他の協同組合が所有す
る場合（イタリア，ギリシャ，イギリス，カ
ナダ）がある。その他，混合形態（オランダ，
ノルウェー，オーストリア）や非営利の保険
組織も存在する。このように，ヨーロッパで
は多様な組織形態の保険者がみられる。

（2）所有権理論からみる組織変更の評価
　すでに述べたように，契約コストと所有権
コストの合計の最小化により組織形態が決定
されるハンスマンの学説は，ある時代に最適
な組織形態であったとしても，法制度などの
環境変化などによって総コストが変化した結
果，それと異なる組織形態へ転換すべきこと
を示唆する。
　共済事業が会社組織に変更すると仮定した
場合，株式会社と相互会社の 2 つの選択肢が
ある。表 2 は，株式会社と相互会社の長所・
短所の比較を表す。株式会社の場合，単協が
所有する金融もしくは事業持株会社傘下の保
険会社となるため，他の金融業などとともに
多角経営を展開することが可能である。総合
的に事業を行う JA などに適している方式か
もしれない。もっとも，組合員は（金融）事
業全般に対する残余請求権だけが実質的に与
えられるため，剰余金の最大化とその分配に
関心が集まり，共済事業における協同組合原
理が後退し，アイデンティティの希薄化が懸
念される。一方，相互会社の場合，協同組合
と類似しており，協同組合原理が可能であ

る。また，共済専業に適しているといえるだ
ろう。しかしながら，大規模な相互会社は契
約者の支配が弱く，ガバナンスの強化に課題
を残している。株式会社と同様，剰余金の最
大化と分配に関心の契約者が多数を占めるで
あろう。
　契約者保護法制度が整備され，組合員の契
約コストが減少した結果，この意味において
契約者が所有者である必要性は薄れている。
それは主要な保険相互会社が相次いで株式会
社に転換した事実からも確認することができ
る。同様に，共済事業の株式会社化について
も今後議論されるかもしれない。保険株式会
社化のさらなる利点として，1 つめは協同組
合法から保険業法の適用に代わり，員外規制
ルールがなくなり，一般の個人および企業に
保障を提供することができる。2 つめは外部
の資金調達が容易になる。3 つめは上場し，
株式を公開すれば，株式市場による規律づけ
が期待される。一方，デメリットとしては，
保険契約者が多様化し，組合員の相互扶助性
が後退すること，また上場した場合，投資家
と協同組合（最終的には組合員）と 2 つの株
主が併存することになり，所有者の同質性が
失われる可能性がある。株式会社の場合，支
配株主（協同組合）と非支配株主（投資家）
と間の利害対立が深刻な問題を招く恐れがあ
ることが指摘されている。その結果所有権の
コストが大きくなるだろう。

表 2　共済事業の組織変更に関する比較

株式会社 相互会社

長所
他の事業との統合度が高い
多角経営に適している
一般の顧客も対象となる

協同組合原理が適用可能
保険専業に適している
一般の顧客も対象となる

短所
協同組合原理の後退，
アイデンティティの希薄化

出資の概念があいまい
ガバナンスが弱い

出所）著者作成。

+岡田大.indd   245 2017/03/14   9:03:00



共済協同組合連合会組織の存在意義

― 246 ―『商学集志』第 86 巻第 4 号（’17.3）

5．おわりに

　本稿の目的は，共済協同組合連合会組織の
存在意義について，所有権（財産権）理論の
視点から考察することであった。日本におけ
る共済事業の9割以上は，連合会組織による。
　連合会組織の機能は，単位協同組合との役
割分担つまり分業化および専門化である。共
済事業に関して，情報生産すなわち加入者の
リスク情報を収集し，分析，評価する機能は，
それが複雑になるほど，各単協で行うよりも
連合会に集約，一元化したほうが望ましい。
その機能強化が求められる主な要因は，共済
連合会が提供する保障と保険会社の提供する
保険商品の差異が縮小し，競争が激しくなっ
ているからである。保険会社との競争は共済
連合会の経営者を規律付けるため，所有者ま
たは組合員にとってエージェンシー・コスト
を軽減する効果がある。共済の創業時にみら
れた競争優位性が低下することで，事業経営
のさらなる効率化が求められる。
　しかしながら，連合会機能の高度化指向の
究極は，株式会社化への道かもしれない。
2016 年改正農協法が施行され，全農と経済
連は株式会社化への変更が可能となった。共
済連はその対象から除かれたが，韓国では
2012 年農協中央会の共済事業が分離され，
保険株式会社化された。日本の主要な共済事
業は世界的に規模が大きく，日米保険協議で
対等な競争条件の確保を目的に共済規制の強
化がいっそう要求される可能性がある。
　理論面において，協同組合組織は協同組合
の原理・原則および理念を実現するうえで必
要な組織である。したがって，協同組合組織
の理論的，実証的研究が重要であるが，海外
の既存研究と比較して日本では経済理論の面
での研究が遅れているように思われる。本稿
もまた決して十分とはいえないものの，ハン
スマンの学説を中心に所有権（財産権）理論

の観点から考察を行い，新たな知見を得るこ
とができた。
　共済事業は膨大な数の加入者から構成され
ている。これらの組合員は連合会を所有する
単協の所有者であって，直接的な所有者では
ないが，協同組合の理念からすれば真の所有
者は組合員であることは明らかである。しか
しながら，そのような多数の組合員の存在は
財産権を希薄化し，組合員は事実上残余請求
権だけが与えられている。民主的な 1 人 1
票の平等な議決権は，組合員が同質であり，
意思決定のコストが小さい場合は有効である
が，そうでない場合は組合員の意思が経営に
反映されず，究極の「経営者支配」になりか
ねない。ゆえに，連合会組織の残余コント
ロール権に関して，連合会と共通の利益関係
にあり，高い統治能力のある単協などがそれ
を持つことは理に適っている。財産権理論の
観点から，連合会組織はその希薄化を抑制し
ており，従来の連合会組織をめぐる研究では
重視されなかった役割に着目すべきであろう。
　Hart and Moore （1998）は，完全競争の世
界では株式会社がファーストベストであるこ
とを示したのに対して，市場の失敗から出発
するハンスマンは前提が異なる。誰が所有者
になるべきかに関心を持つハンスマンの学説
は，組合員を主権者とする協同組合と親和的
である。もっとも，それは協同組合の原理・
原則または理念から導かれるのではなく，経
済合理性の観点から，契約コストが最も大き
く，企業から搾取される可能性が最も高い生
産者，労働者，消費者または中小企業がみず
から企業を所有すべきであるとした。一方，
これらの者が企業を所有する際，所有権のコ
ストが生じる。従来の学説では，契約コスト
の削減が重視されていたが，近年の研究では
誰が最も効果的に企業統治を行うかについて
も考慮すべきとしている。この意味でも，企
業統治力が高い単協などが所有者となること
に意義が存在する。
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　ハンスマンは，長期的には，最も効率的な
組織形態を採用した企業が生き残ると考えて
いる。したがって，かつては効率的な組織形
態であったとしても，その後の法整備や技術
革新などの環境変化により，組織形態が変化
することがありえる。多くの加盟店が本部を
所有する形式のフランチャイズはその典型で
あり，消費協同組合の進化形の 1 つと位置付
けられている。
　将来，日本でも共済協同組合連合会の株式
会社化が検討されることがあるかもしれな
い。その場合，経済理論の観点から議論する
ことが重要である。協同組合に関して，ハン
スマンおよびハートはともに組合員の同質性
が重要であると指摘する。共済事業が株式会
社化し，組合員以外の加入者が増えるにつれ
て , 協同組合の存在意義が希薄化することが
懸念される。それを防ぐためには，組合員の
主体的な参加が求められる。その場合，組合
員と組合および連合会をつなぐ職員の役割が
鍵を握る。さらに，協同組合の理念を実現す
るためには，残余コントロール権をとのよう
に配分すべきかそのあり方についても見直す
必要があるかもしれない。
　2016 年 11 月，協同組合が国際連合教育科
学文化機関（ユネスコ）の「無形文化遺産」
に登録された。「共通の利益の実現のために
協同組合を組織するという思想と実践」が国
際社会から高く評価されたと証左であるが，
今後も協同組合の存在意義を発揮しつつ現代

社会に適応した事業のあり方を模索すべきよ
うに思われる。
　最後に，残された課題を 2 つあげたい。1
つ は， 財 産 権 理 論 の 視 点 か ら， 単 協 は
Grossman and Hart （1986）のいう効率的な資
産所有者であろうか。ハートによれば，ある
資産の価値を最大にする能力を持つ者が残余
コントロール権を所有すべきである。共済事
業におけるそのような資産とは何か。仮説で
はあるが，それは関係特殊資産（relationship-
specific asset）であると考えられる。共済事
業における普及推進などについては，組合員
との関係性の強い単協が担当したほうが効率
的かつ効果的である。反対に，組合員以外の
者に推進する場合，単協は組合員との関係性
を活用することができない。このように，あ
る取引関係においてのみ高い価値を持つ資産
を関係特殊資産という。それを単協が所有す
る場合と連合会が所有する場合とでは，どの
ようにインセンティブが異なるのであろう
か29）。また，資産価値を高めるための投資の
あり方についても考察する必要がある。
　もう 1 つは，出資配当と契約者割戻との関
係である。現在連合会によって多少配当の方
法が異なっている。通常，配当は企業のス
テークホルダー間の利害の調整弁としての役
割を果たすといわれるが，共済事業の場合は
どうであろうか。経済理論の観点から改めて
考察したい。

（注）
1） たとえば，バーチャル（Johnston Birchall）は協

同組合組織をめぐる有利・不利について所有権

理 論 を 含 む 10 の 理 論 を と り あ げ て い る

（Birchall, 2011, pp.32-33）。また，メンバー所有

の企業の有利・不利について，所有権，支配お

よび便益の側面から論じた Birchall（2012）も

参照されたい。

2）  農協法 10 条 1 項 10 号「共済に関する施設」，水

協法 11 条 1 項 11 号「組合員の共済に関する事

業」，生協法 10 条 1 項 4 号「組合員の生活の共

済を図る事業」，中協法 9 条 2 項 3 号「組合員の

福利厚生に関する事業」など。

3）  日本共済協会にデータを提供する協同組合だけ

を対象としており，全体をカバーしていない。

4）  保険は，生命保険協会，日本損害保険協会，日
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本少額短期保険協会および外国損害保険協会加

盟の会社 171 社の合計である。共済は 40 団体で

ある（連合会を含む）。注 3 を参照。

5）  本位田（1969）は , 協同組合連合会の意義や役

割などを解説した数少ない重要文献の 1 つであ

る（本位田 1969, pp.123-131）。

6） 日本共済協会（2016）の表 1 の 760 会員は，正

会員だけを表す。

7）  当時連合会は総代会を設置することができず，

全国の単協および連合会を招集して総会を開く

のは実際上不可能のため，全共連の設立準備段

階より，上部組織として県共済連を設立する 3

段階制が構想された（全国共済農業協同組合連

合会 1947, pp.358-359）

8）  連合国軍総司令部（GHQ）の兼営禁止政策によ

り，経済，信用，共済，厚生など連合会が分立

したとされるが，このような機能別連合会を総

合的に調整する（中央会）機能が必要である。

9）  消費生活協同組合法（昭和 23 年法律第 200 号）

5 条 1 項により，組合は都道府県の区域を越えて

設立することができない。ただし，連合会はそ

の限りでない。

10） 協同組合の本源的構造を説明する 1995 年協同組

合原則と異なり，現実は結合体と事業体が分離

して並列的な構造にあるか，あるいは事業体が

主導となって結合体を内包する形で結合する構

造に変化しているという（堀越 2002, pp.164-

165）。

11） 所有権の希薄化（attenuation）の同様の定義と

して，資産を利用し，それから所得を得，そし

てそれを交換する個人の権利に対して制限が存

在することを指す（スロイン，エッゲルトソン，

竹下訳 1996, p.38）。

12） この議論の創始者の 1 人はアレフレッド・マー

シャルとされる。マーシャル（1923），永澤訳

1991, 第 8 章参照。

13） 所有と支配の分離が進んだ現代社会のもとで，

株主が株主会社の所有者である（株主主権）で

あることの正当性が問われることが少なくない。

たとえば，三浦（2008, p.394），所有権の衰退に

ついては，Aglietta and Rebérioux（2005），広

田（2012）などを参照。

14） 同調査によると，正組合員数が 500 人未満の組

合数は 88，全体の 12.7% を占めるのに対して，

1 万人を超える組合数は 137，全体の 19.2% を占

める。JA おきなわの組合員数 13 万人（正准組

合員，2016 年 3 月 31 日現在）が最多のようで

ある。

15） 同調査によると，組合員数が 2000 人未満の組合

数は 185，全体の 21.3% を占めるのに対して，

50 万人を超える組合数は 24，全体の 2.8% であ

る。最大の生協コープみらいの組合員数は 325

万人にも及ぶ（2016 年 3 月 21 日現在）。

16） みずほフィナンシャルグループの株主は 102 万

人（2016 年 9 月 30 日現在，個人・法人），第一

生命ホールディングスの株主 83 万人（2016 年 9

月 30 日現在）が株主数上位の会社である。

17） 法規制はその企業を救うには遅すぎること，生

産物および生産要素市場も市場規律が働くが，

コントロールは遅いこと，内部統制は危機が発

生しなければ企業は自己変革を行なわないこと

から，資本市場は企業に早期の改革を促す手段

として最も優れているとされる。

18） 不完備契約と関係特殊投資の場合，資産の所有

権は代理人がホールドアップするのを抑制する

権限を与えるが，それはある状況のもとでは共

同所有権として平等に配分するのが望ましいた

め，協同組合組織が最適であると述べている

（Hart and Moore, 1998, pp.40-41.）。 また，Hart 

and Moore（1990）を参照のこと。

19） 投資家を除く生産者や労働者，消費者などのパ

トロンが所有者となる場合，所有権の割り当て

について株式会社と異なる特徴がみられる。出

資者として出資配当金を受け取る一方，事業の

利用に応じて利用高または事業分量配当金を受

け取ることができる。したがって，事業分量割

戻しも残余請求権の 1 つと考えることができる。

議決権の割り当てについても，1 人 1 議決権の民

主的方法のほか，利用高に応じて配分する方法

が考えられる。

+岡田大.indd   248 2017/03/14   9:03:00



共済協同組合連合会組織の存在意義

― 249 ― 『商学集志』第 86 巻第 4 号（’17.3）

20） その他の契約コストの例として， 20 世紀前半米

国における相互会社は，契約者保護が不十分な

状況下のもと，保険販売者の機会主義的行動か

ら契約者を守る点で重要であった（Hansmann, 

1996, p.285）ことがあげられる。

21） 未発達の保険市場は加入者間の信頼関係による

逆選択やモラルハザードの抑制および契約の履

行強制に十分な対応ができなかった。保険法制

度が整備され，これらの問題に対応できるよう

になると，保険市場における営利企業（株式会

社）の優位性が強くなったのであろう（岡田

2017, p.14）。

22） VISA カードの事例を参照されたい（Hansmann, 

2014, pp.3-4 and p.6） 。

23） 所有権の 2 大要素である残余請求権と残余支配

権が分離している非営利組織は，高度の情報の

非対称性の問題に直面している場合や所有権の

コストが非常に大きい場合にみられるという。

その場合，分散された投資家は監視者としては

不十分である。従業員のほうが適しているが，

従業員は一般に同質的でない。Hansmann（2014）

も同様の内容である。なお，名目上のパトロン

所有者がほとんどコントロール権を持たない企

業も協同組合に含むことがある。

24） 満期所有権（ownership of expirations）とは，

米国において独立代理店がある保険会社との代

理店委託契約を解除した場合，当該保険会社の

扱う保険契約が満期を迎えても，その保険会社

は更改案内を顧客に送付したり，その保険会社

と取引のある別の代理店に顧客情報を流したり

することができないことを内容とする，独立代

理店を保護するための権利を指す（長岡 2000, 

注 15）。したがって，専属代理店には満期所有権

が与えられない。

25） Grossman and Hart （1986）は，所有権の費用・

便益に関して，保険会社と代理店との関係を扱っ

た研究であり，興味深い示唆を与える。たとえば，

満期所有権が専属代理店ではなく，独立代理店

に与えられる理由として，代理店がその権利を

持つことで，保険会社との利害対立をコントロー

ルすることができるからである。専属代理店の

場合は，保険会社が満期所有権を所有すること

で，事実上所有（垂直統合）し，残余コントロー

ル権を通じて代理店との利害対立を軽減するこ

とができる。

26） 日本の例として，2008 年 4 月保険代理業を営む

アドバンスクリエイトとあいおい損害保険の合

弁会社としてアドリック損害保険会社が営業を

開始した。持ち株比率は前者が 50.1%，後者が

49.9% である。しかし，2011 年 3 月同社はあい

おい損害保険に吸収合併され，消滅した。

27） ここでの記述は，崔（2013）および崔（2014）

を参照している。

28） たとえば，退職年金の 5 年間販売の禁止，農協

銀行（金融機関保険代理店）に対するバンカシュ

ランスルールの適用などがあげられる。 

29） 1 つの例として，JA 共済事業において，2005 年

4 月 1 日よりそれまでの JA 元受・全共連再共済

方式から，JA・全共連共同元受方式へ変更され

たことをとりあげたい（武田 2011）。変更は，

破綻処理に備えての法的手当によるものであり，

JA のリスク負担がないにもかかわらず，元受と

することにやや技巧的な印象があった。しかし，

財産権理論からみると，JA を全共連の代理店と

するのではなく，対等のパートナーと位置付け

ることで，所有関係と代理関係の二重性の問題

に対応しようとする工夫といえるだろう。
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(Abstract)
Although cooperative insurance business in Japan has grown remarkably in the world, it 

has not been a major subject for cooperative studies. Especially an economic study on coopera-
tive insurance has not progressed for long time. The main reason is that a federation system is 
a special form of a cooperative and scholars do not seem to be interested in it. A major pur-
pose of the research is to examine the significance of national insurance federation of 
cooperatives from a perspective of ownership or property rights theory. The function of a fed-
eration system is division and specialization of business. It is desirable that a federative 
insurer consolidate the functions for getting, analyzing and evaluating risk information rather 
than each cooperative does so. It also has a role of inhibiting the dilution of property rights. 
Hansmann argues that an essential role of cooperatives is to protect producers, workers, con-
sumers or small business enterprises from exploitation by the firm because these patrons incur 
the greatest costs of contract. However, they cannot control managers so effectively that an 
ownership of the firm should be given the person who is able to enforce corporate governance. 
Therefore, ownership should be assigned to cooperatives and they own the federative insurer. 
Finally, we briefly discuss the conversion of a federative insurer into a stock company. As 
insurance business is growing, customers of non-members are more increasing and outside 
investors are also increasing when it is a listed company. As a result, it is proposed to not only 
lose the cooperative principle and philosophy but also make progress in the loss of cooperative 
identity. A cooperative is an organization composed of a combined association and enterprise 
but they will be separated because of the conversion into a stock company. Consequently it is 
called into question its raison d’etre as cooperative.
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